（様式１）
令和８年度(令和７年度からの繰越分)青森県産業ＤＸモデル創出支援事業費補助金申込書


令和　　年　　月　　日


青森県総合政策部ＤＸ推進課長　殿

	住所
	

	商号又は名称
	

	代表者役職名・氏名
	







令和８年度(令和７年度からの繰越分)青森県産業ＤＸモデル創出支援事業費補助金に申込したいので、別添のとおり関係書類を提出します。
また、本提出書類の内容は事実と相違ないこと及び「令和８年度(令和７年度からの繰越分)青森県産業ＤＸモデル創出支援事業費補助金募集要領」の「１　応募資格」の要件をすべて満たしていることを誓約します。





（様式２の１）
事　業　計　画　書
１　申請者の概要
	名称
	※個人の場合は氏名を記載すること。

	代表者
	役職　　　　　　氏名

	所在地
	〒○○○-○○○○　　

	業種
	※日本標準産業分類（令和５年７月改定）から中分類を記載すること

	資本金等
	資本金：　　　　　　千円　　従業員数(常勤)：　　　　　　人

	連絡窓口
	電話番号
	

	
	担当者名
	

	
	E-mail
	



２　青森県ＤＸ推進ラボの産業支援機関の概要
	名称
	※支援を受けた産業支援機関名を記載すること。

	代表者
	役職　　　　　　氏名　

	所在地
	〒○○○-○○○○　　

	連絡窓口
	電話番号
	

	
	担当者名
	

	
	E-mail
	





３　連携事業者等の概要（連携事業者等がいる場合）
	名称
	※個人の場合は氏名を記載すること。

	代表者
	役職　　　　　　氏名　※個人の場合は記載を要しない。

	所在地
	〒○○○-○○○○　　

	業種
	※日本標準産業分類（令和５年７月改定）から中分類を記載すること。

	連絡窓口
	電話番号
	

	
	担当者名
	

	
	E-mail
	



４　事業内容
	（１）事業名

	※事業の内容を具体的にイメージできるものとし、簡潔に記載すること。


	（２）事業目的

	※取り組もうとする事業の目的について記載すること。


	（３）事業内容

	※１　事業の具体的な内容（５Ｗ１Ｈ（誰が、何を、いつまでに、どこで、どうして、どのように））について記載すること。
※２　必要に応じて概要図等の参考資料を添付すること。


	（４）事業スケジュール

	※実施スケジュールを記載すること（任意様式の添付も可）。


	（５）事業の成果目標

	①短期目標
※１　補助事業実施期間中の補助事業の成果目標を記載すること。
※２　定量的な目標の設定に努めること。



②長期目標
※１　補助事業実施期間終了後の補助事業の将来的な成果目標について記載すること。
※２　定量的な目標の設定に努めること。

	（６）実施体制

	※　連携事業者を含む担当者・役割分担等の実施体制について具体的に記載すること。


	（７）実施期間

	開始年月日：令和　　年　　月　　日
完了年月日：令和　　年　　月　　日


（注）必要に応じて、適宜記入欄を増やして記載すること。





５　事業の詳細提案内容（審査基準に関する内容を含む）
	（１）事業の詳細（新規性、優位性、特徴など）

	

	（２）事業の横展開（他の事業者や地域産業への波及性、実現可能性など）

	

	（３）事業の展望（事業の効率化、収益性、生産性、将来予測など）

	

	（４）その他（実施体制、ＰＲなど）

	


　　　※上記（１）～（４）の必要項目が記載されていれば、任意様式の提案でも差し支えありません。
（様式２の２）
令和　　年　　月　　日
Ｄ　Ｘ　推　進　計　画　書

	申請者名
	

	事業名
	

	１　企業概要

	

	２　経営課題、経営ビジョン

	※自社の強みや弱みを明確化し、デジタル技術の進化による社会及び競争環境の変化が自社にもたらす影響を踏まえて記入すること。


	３　デジタル技術を活用した将来的なビジネスモデル

	※デジタル技術を活用した会社全体のビジネスモデルの方向性について記載すること。


	４　ビジネスモデルを実現するための具体的取組

	※１　補助事業の概要を記載すること。
※２　補助事業以外の具体的取組がある場合は、内容を記載すること。


	５　推進体制

	（１）取組を進めるために必要な体制・組織
　　※体制・組織を図で補足すること。


	（２）取組を進めるために必要な人財の育成や確保
※OJTや社内外の研修、採用活動などの取組を記載すること。


	（３）情報セキュリティ対策の取組
※SecurityAction一つ星など、情報セキュリティ対策に取り組む意識や機運を高めるための取組を含む。


	６　取組の目標

	（１）短期目標
※１　補助事業の短期目標を記載すること。
※２　補助事業以外の具体的取組がある場合は、その目標を記載すること。


	（２）長期目標
※１　補助事業の長期目標を記載すること。
※２　補助事業の成果を会社全体で活用していくための目標を記載すること。


	７　支援を受けた産業支援機関

	名称
	

	担当者
	氏名
	

	
	電話番号
	

	
	E-mail
	

	支援を受けた
内容
	



2
